
様式第４(第９条関係)       （表） 

督  促  状 
 

   年  月  日  

 

          様 

 

 

小牧市下水道事業管理者       印 

 

 

     年度公共下水道区域外流入受益者分担金が未納となっています

ので、至急同封の納付書で納付してください。 

記 

 

1. 延滞金  

納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ年 14.5％（納期限の翌日

から 1 月を経過するまでの期間については、年 7.25％）の割合（平均貸

付割合（租税特別措置法第 93 条第 2 項に規定する平均貸付割合をいう。）

に年 1％の割合を加算した割合（以下「延滞金特例基準割合」という。）

が年 7.25％の割合に満たない場合には、その年中においては、年 14.5％

の割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年 7.25％の割

合を加算した割合とし、年 7.25％の割合にあっては当該延滞金特例基準

割合に年 1％の割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.25％の割

合を超える場合には、年 7.25％の割合）とします。）で計算した額で納

付してください。 

 

2. 滞納処分 

この督促状発付の日から起算して 10 日を経過した日までに完納され

ない場合は、財産の差押えを受けることになります。  

 

 



（裏） 

 

3. 不服申し立て  

  この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して３か月以内に、小牧市長に対して審査請求をすることが

できます。ただし、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経

過すると審査請求をすることができなくなります。  

  また、処分の取消しの訴えは、この決定があったことを知った日の翌

日から起算して６か月以内に市を被告として（小牧市長が被告の代表者

となります。）提起することができます。ただし、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、決定があった

日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起す

ることができなくなります。  

  なお、審査請求をした場合は、処分の取消しの訴えは、その審査請求

に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内

に提起することができます。  

 

※本状到着前に納付済みの場合は、行き違いにつきご了承ください。  

 

 

 〇納付場所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 


